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－ １ － 

議案第３０号 

 

平成３０年度愛西市一般会計予算 

 

平成３０年度愛西市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 20,531,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすること

ができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債）  

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 

地方債」による。 

（一時借入金）  

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、1,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用 

  

平成３０年２月２６日提出 

 

    愛西市長 日 永 貴 章      
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第２表 債務負担行為 

[単位：千円]  

事項 期間 限度額 

集団後期高齢者健康診査委託事業 
平成３０年度から 

平成３３年度まで 
7,888 

集団がん検診等委託事業 
平成３０年度から 

平成３３年度まで 
131,797 

 

 

 第３表 地方債 

[単位：千円]  

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

全国瞬時警報 

システム整備事業 

 

3,500 

 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 6.0％以内 

（ただし利率見直し方式で

借り入れる政府資金及び地

方公共団体金融機構資金

について、利率の見直しを

行った後においては、当該

利率見直し後の利率） 

借入先の融通条件による。

ただし市財政の都合により

据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もし

くは低利に借換えすること

ができる。 

屋内運動場非構造

部材耐震改修事業 

 

57,200 

 

小学校トイレ改修 

事業 

 

104,700 

 

小中学校外壁改修 

事業 

 

124,500 

 

 

臨時財政対策 

 

 

800,000 

 

計 1,089,900 
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  予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 

 

 

愛西市一般会計歳入歳出予算事項別明細書 
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１．特  別  職

[単位：千円] 

期末手当

（人）
年間支給
率（月分）

11,356

3.30月

29,344

3.30月

1,306 217,151 28,476 40,700 245 286,572 51,394 337,966

11,183

3.25月

32,097

3.25月

1,125 225,609 28,476 43,280 245 297,610 52,752 350,362

173

0.05月

△ 2,753

0.05月

181 △ 8,458 △ 2,580 △ 11,038 △ 1,358 △ 12,396

297

計

△ 13,213

そ の 他 183 562 △ 42562

124

比  較

長 等

議 員 △ 2 △ 9,020

7,784 134,633

173

△ 11,773 △ 1,440

520

計

130,857 38,372 169,229

そ の 他 1,102 126,849 126,849

245 39,904 6,596 46,500
市長
副市長
教育長

議 員 20 98,760

127,411 7,742 135,153

計

前年度

長 等 3 28,476

議 員 18 89,740

そ の 他 1,285 127,411

6,720 46,797
市長
副市長
教育長

119,084 36,932 156,016

計

本年度

長 等 3 28,476 245 40,077

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区     分
職員数

給            与            費

共済費 合  計 備  考

報   酬 給   料
その他の

手当
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２．一　般　職

　　（１）　総　　括

[単位：千円]

給　　料 職員手当 計

（ 18 ）

（ 19 ）

（ △ 1 ）

備　考　（　）内は、職員数のうち短時間勤務職員数については外書き。

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本 年 度 43,645 95,615 20,754 22,928 5,489 156,833 0

前 年 度 45,936 97,682 20,373 24,464 5,674 145,324 626

比 較 △ 2,291 △ 2,067 381 △ 1,536 △ 185 11,509 △ 626

区　　分
管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任

手当

本 年 度 2,496 42,187 372,219 256,213 24,060 744

前 年 度 2,730 43,803 384,426 248,579 25,620 648

比 較 △ 234 △ 1,616 △ 12,207 7,634 △ 1,560 96

職員手当の内訳

職員手当の内訳

11,019 △ 3,412
△ 8

比 較 △ 11,729 △ 2,702 △ 14,431

432

前 年 度 1,520,559 1,045,885
440

2,566,444 495,745 3,062,189

本 年 度 1,508,830 1,043,183 2,552,013 506,764 3,058,777

区　分

職員数 給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　　　　　考

（人）
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細
[単位：千円]

（３）給料及び職員手当の状況
ア 職員１人当たりの給与

備　考 上記の表は、短時間勤務職員を除く。

イ 初任給
[単位：円]

歳

備 考説 明
増 減 額

324,485

月

41 歳

9

高 校 卒

大 学 卒

147,100

179,200

147,100

179,200
128,900

区 分 行 政 職 単 純 労 務 職 国 の 一 般 行 政 職

月9 月 51

51

平成２９年１月１日
現在

平均給料月額 （円） 282,570

平均給与月額 （円）

平 均 年 齢

増減事由別内訳

216,404

3

9 月

206,607

224,802

歳

単 純 労 務 職

281,005 198,800平均給料月額

平成３０年１月１日
現在

区 分

336,029

平 均 年 齢

平均給与月額

給　 　料

職員手当

区 分

行 政 職

異動に伴う増減
採用・退職に伴う増減

△ 11,729

増 減 額

昇給に伴う増加
異動に伴う増減
採用・退職に伴う増減
支給対象者等に係る増減

△ 2,702

4,114

29,416

△ 45,259

17,722

△ 20,424

制度改正に伴う
増減分

給料月額の改正
1.5％減額支給措置の廃止
現給保障制度の終了

扶養手当支給月数の改正
勤勉手当支給月額の改正
1.5％減額支給措置の廃止
現給保障制度の終了
給与改定影響分

（円）

歳40

（円）

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分
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ウ 級別職員数

（ ） （ ）

（ ） （ ）

30 （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

29 （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

備　考 1 （　）内は、短時間勤務職員に関する数値。

2 職員数は、短時間勤務職員を含む。

1 5.3

19 100.0

係長・主任

100.0

計

22.3

計
5 1.1

435 100.0

））

１級 主　事
97

19

104 23.9

１級

（

調理員

用務員

） （ 5.3 ）

２級

92 21.2

5 1.1
主任・主事

年
1
月
1
日
現
在

28 6.4

４級

３級

100.0

次長・課長

1

５級 課長・主幹

89 20.5

）

部長
2.3

課長補佐・
係長

１級

（ 2
19

2.1

） （ 10.5
係長・主任

主任・主事

調理員

用務員

２級

（ ） ）（平
成

年
1
月
1
日
現
在

3.5

100.0

課長補佐・
係長

96
１級

15

22.5

25.0

行政職等級
別の標準的
な職務内容

部長

次長・課長

課長・主幹

3.5

主　事

2.1

15

21.0

107

90

行政職等級
別の標準的
な職務内容級 職員数（人） 構成比（％）

7.7

７級
9

9

区
分

６級

５級

４級

３級

単 純 労 務 職

84 19.6

２級

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

計
428

計

33

2 10.5

19 100.0

平
成

７級
10

15 3.4
６級

（

２級

（
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エ 昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（Ｂ）／（Ａ） （％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（Ｂ）／（Ａ） （％）

備　考 職員数は、短時間勤務職員を除く。

オ 期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

備　考 （　）内は、再任用職員の標準的な支給率。

カ 定年退職及び応募認定（１号）退職に係る退職手当

2.30

備　　考

国の制度

前年度

本年度
1.075

2.125

2.125

区分

417

前

年

度

職 員 数 440 423

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 344 335

1.075

25年

本

年

度

区 分
単純労務職行 政 職

職 種
合 計

432

350

６月（月分） 12月（月分）

1.05 1.20

2.075

1.225

78.2 79.2 52.9

有

（月分）

支給率計 階級上の段階、職務の

1

15

9

9

341

9335

5

（Ａ）

４号給

６号給

５号給

昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

４号給

３号給

３号給

１号給

比 率

５号給

（Ａ）

６号給

4

（Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

比 率

１号給

81.0

有

4

9

81.8 60.0

329

有

17

1.225 2.30

2.275 4.40

1

級等による加算措置

2.25

国の制度
（支給率等）

支給率等

区分
勤務の者

20年

24.586875

24.586875

2.275 4.40

47.709

338

勤務の者

月分

33.27075

33.27075

2.225 4.30

支給期別支給率

35年

退職特例措置

定年前早期

備　　　　　　考

左の支給率
平成30年4月1日から実施

47.709

月分

退職特例措置

定年前早期

（2%～45%加算）

月分

（2%～45%加算）

1 1

1 1

勤務の者

月分

47.709

47.709
左の支給率
平成30年1月1日から実施

5

344

最高限度
加算措置等

その他の
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キ 地域手当

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

0.4

国の制度との差異

％

代表的な特殊勤務手当の名称 災害出動手当、救急出動手当、潜水業務手当

％ 0.0 ％19.7 ％

単純労務職行 政 職

職 種

0.4 ％ 0.0 ％

全 職 種

支 給 対 象 地 域 ６級地

6

450

（％）支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

（％）基 づ く 支 給 率

国 の 指 定 基 準 に
6

同 じ

区 分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（平成３０年１月１日現在）
20.6

通 勤 手 当

住 居 手 当

扶 養 手 当

区 分

同 じ

同 じ

差 異 の 内 容
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

ＬＥＤ防犯 灯等
リース事業

137,649 － －
平成30年度から
平成39年度まで

137,649 137,649

海南病院施設整
備事業補助金

503,580
平成23年度から
平成29年度まで

251,790
平成30年度から
平成36年度まで

251,790 251,790

集団後期高齢者
健康診査委託事
業

7,888 － －
平成30年度から
平成33年度まで

7,888 7,888

集団がん検診等
委託事業

131,797 － －
平成30年度から
平成33年度まで

131,797 131,797

愛西市学校給食
セ ン タ ー 整 備・
運営事業

4,242,822
平成22年度から
平成29年度まで

2,345,381
平成30年度から
平成38年度まで

1,897,441 1,897,441

特 定 財 源
一 般 財 源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で
の 支 出 見 込 額

当該年度 以降 の支 出予 定額
左 の 財 源 内 訳

－ 190 －



[単位：千円]

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

（１） 9,756,263 9,105,796 289,900 1,081,171 8,314,525

１． 　総　　　　　務 4,845,504 4,742,697 3,500 405,900 4,340,297

２． 　民　　　　　生 146,208 99,788 0 34,622 65,166

３． 　衛　　　　　生 1,269,264 1,141,358 0 120,073 1,021,285

４． 　土　　　　　木 1,164,706 993,983 0 224,492 769,491

５． 　消　　　　　防 361,573 295,248 0 64,604 230,644

６． 　教　　　　　育 1,969,008 1,832,722 286,400 231,480 1,887,642

（２） 11,870,696 11,512,339 800,000 911,790 11,400,549

１． 　住民税等減税補てん債 342,188 270,872 0 72,158 198,714

２． 　臨時税収補てん債 20,811 0 0 0 0

３． 　臨時財政対策債 11,507,697 11,241,467 800,000 839,632 11,201,835

21,626,959 20,618,135 1,089,900 1,992,961 19,715,074

普　　通　　債

そ　　の　　他

計

　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現在高見込額
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